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◎雇用、待遇のあ り方
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基本 方針 考 え方 有識者の意 見

5 ．雇用の あ り方

（ア）民営 化の時点で現 に郵政

公社 の職員で ある者 は、新

○ 公社 か ら新会社への円滑 な移 行のために必要な措置

（丑 職 員の引継 ぎ

会社 の 設 立 と と も に国 家 職員の新会社 等への雇用 関係 の引継 ぎについては、

公務員の身分 を離れ 、新会

社の職員 とな る。

（イ）人材の確保や勤労意欲 ・

法律 に規定 し、確実 に雇用 を確保す る。

（勤 労働条件等

経 営努 力 を促 進 す る措置 給与制度等の労働条件に関す る事項 については、基

の導入等 、待遇 の あ り方 に 本 的に労使 自治に委ね ることと しては どうか。

つ い て制 度設 計 の 中 でエ ただ し、退職手当、共済年金 といった待遇 に関す る

夫す る。 事項 につ いては、退職手当の期間通算 を行 うな ど職員

（ウ）職 員のモ ラール と労使関 に特段 の不 利益が生 じないよ う適切 な対応 が必要 で

係の安 定に配慮す る。 はないか 。

○ 郵政監察 官制度

職員が民間人 となることか ら、廃止す ることと して

よいか 。この場合、郵政犯罪 については、一般的な内

部監 査 に よる規 律 や警察 等 に委ね る こ とと して は ど

うか。

○ 争議権

争議行為 につ いて、郵便事業につ いては、公益事業 と

して労 働関係調 整法上の措置 に よ り対応す る ことで よ



いか。

なお、窓口会社が委託を受けて郵便事業を行 う場合に

は、上記と同様な規制が適用されることとなる。

【 労働関係調整法による公益事業の規制】

t 争議行為を行 う場合の 1 0 日前までの予告

・ 緊急調整による 5 0 日間の争議行為の禁止

－2 －



日本 郵 政 公 社 職 員 数

1

2

3

4

注

注

注

注

常勤職員数は、平成 15 年 4 月 1 日現在

非常勤職員数は、15 年度計画 を 1 日8 時間に換算

郵政短時間職員数は、平成 15 年 4 月 1 日現在で、1 日8 時間に換算

1 日あた りの非常勤職員の実数 （雇用時間は考慮 しない）は 123．441 人（14 年 6 月調査時点）
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常勤職 員 非常勤職 員 郵 政短 時間職 員

計

職 員数 構成比 職 員数 構成比 職 員数 構 成比

人

280，042

％

73．1

人

97，378

％

25．4

人

5，534

％

1．5

人

382，954



日本郵政公社職員数（年齢階層別）

注1 ：常勤職員数

注2 ：平成 1 4 年 10 月現在（調査数値）

－4 －

年 齢 階 層 職 員 数 （人 ） 構 成 比 （％ ）

2 0 歳 未 満 4 ■9 0 0 ． 2

2 0 歳 以 上 3 0 歳 未 満 5 5 ． 9 5 9 2 0 ． 2

3 0 歳 以上 4 0 歳 未 満 7 8 ， 4 2 2 2 8 ． 4

4 0 歳 以上 5 0 歳 未 満 6 7 ， 1 6 3 2 4 ． 3

5 0 歳 以 上 7 4 ， 4 2 2 2 6 ． 9

合　　 計 2 7 6 ． 4 5 6 1 0 0 ． 0



新組織移行時における法的措置
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国 立 大 学 法 人 化 の 例 非 特 定 独 立 行 政 法 人 化 の 例 公 社 （JT ，N T T ） の 民 営 化 の 例

職 員 の 引 継 ぎ

法律 に よ り、確実 に確 保 法律 によ り、確 実 に確保 法律 に よ り、確実 に確保

（国家公務員一非公務員 ） （国家公務 員一非 公務員） （公社 職員 （非公務員）→ 非公務員 ）

【国立大学法人法】（平成十五年七月十六日法律第百十二号〉 t独立行政法人国立脊牢の家法】 【日本たばこ産業除鵡会社法】
附　 則 （平成十一年十二月二十二目怯律第百六十九号） 印召和五十九年八月十日蜘 第六十九号）

第四条　 国立大学法人等の成立の際現に仲側別表第一の上欄に 附　 則 附　 則
掲げる機関の職員である者 （独立行政法人目本学生支援機怖 第二粂　 青年の家の成立の際現に文部科学省の機関で政令で定 第十三粂　 公社の解散の際現に公社の僻見として在職する者
汝 （平成十五年法律第九十四号）附則第二粂又は独立行政法 めるものの職員である者は、別に辞令を発せられない限り、 は、会社の成立の時において、会社のJ批邑となるものとする。
人梅粋研究開発機手持怯 （平成十五年法律第九十五号）附則第 青年の家の成立の日において、青年の家の職員となるものと （以下省刊紛
二条の規定により、独立行政鉄人日本学生支援機構又は独立
行政法人海洋研究開発機構の耽貝となるものとされた者を除
く。）は、別に辞令を発せられな叫股り、国立大学臥 等の成
立の日において、それぞれ同表の下欄に掲げる国立大学法人
等の職員となるものとする。

する。

共 済 年 金 国共済制 度 を適用
国共済制度 を適 用 民営化 後 も独 自の共済組合制度 を適 用

（従 前か らの国共 済適用者 に限 る） 平成 9 年 に厚生 年金 に移行

退 職 手 当 法律 によ り、在職期 間 を通算 法律に よ り、在職期間 を通算 法律 に よ り、在 職期間 を通算

給 与 制 度 等

労使 自治 によ り決 定す るが 、 労使 自治 によ り決 定す るが、

な し

基準 等につ いては法定 基準等 につ いて は法定

・勤務成績 の考慮 ・勤務成績 の考慮

・主務 大臣へ の届 け出、公表 ・主務大 臣へ の届 け出、公 表

・法人 の業績 、社 会情勢 との適 合 ・法 人の業績 、社会情勢 との適合

労 働 基 本 権
争議権 を付与 争議権 を付与

争議 権 を付与

（N T T につい ては公 益事業 につ き、

10 日前通 告等 の制 限あ り）
（制限 な し） （制 限な し）



郵政監察官 について

1 組 織

本社 監 査 部 門

監査室を直轄

監査室 （全 国 5 0 ケ所 ）

（ 約 1 0 0 名 ）

（ 約 9 0 0 名）
〕監査部 門の職員約 1 0 0 0 名 の うち

約6 6 0 名 を

郵政監察官（特別司法誓約員）に指名

2 職務内容
（ 1）特 別 司法 警察職 員 と しての職 務

郵政事 業 に対 す る犯罪 につ いて 、一般 司法警察職 員 と同様 に、刑 事訴訟 法の 適用 を受け犯 罪捜 査 を行 い、

捜査 を終了 したときは、書類 とともに被疑者を検察官に送致。
ただ し、逮捕 など被疑者の身体を拘束することとなる行為については、一般司法警察職 員が行 う。

（ 2） その他

監査 部 門 の職 員 と して次の業務 に も従事 。

ア監 査

品質管理、効率的な業務運営態勢、事故・ 犯罪の防止等の観点で、郵便局等の業務を定期 的に監査。
イ調 査

公社 が行 う業務 の遂 行 に伴 って発 生す る各種事 故 （郵 便物の紛 失等） の調 査 。

3 郵 政監 察 官 を郵 政 公社 に置 く理 由

郵政 公社 に郵 政監察 官 を置 くのは、

①郵政監察官の職務は郵政公社の行 う郵政事業 と密接な関係があり、職務遂行上犯罪発見の機会が多 く、
かつそ の職務 上 の知識 を利用す るこ とが犯罪捜 査 において適切 かつ有効 と考 え られ る。

②塾塾生塵旦遡旦退屈＿塞＿生遊星 としての身分を付与されることから、郵政公社の役職員から指名される郵
政監察官が旦星豊里塵丘＿定盤土屋主上」呈適呈と考えられる。

ため で あ る 。
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（ 旧）鉄道公安職員と郵政監察官制度の違い
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（旧）鉄道公安職員

〔昭和6 2年に廃止〕
郵政監察官

目　 的 ○　 日本国有鉄道の施設内における公安維持。 ○　 郵政事業に関する犯罪捜査等。

主要業務

○ 輸送に直接必要な鉄道施設内における犯罪に閲す

る捜査 ・警備。

○ 国鉄の運輸業務に関する犯罪に関する捜査 ・警備。

○ 郵政事業に対する犯罪の捜査。

帥博訴訟法に規定する司法警察員の職務を遂行）

※ この他、公社が行う業務の遂行に伴って発生する各種事故
の調査、および郵便局の業務の定期的な監査、通知、改善状

研り事訴訟法に規定する司法警察職員の捜査を遂行） 況把握の業務も兼務。

逮　 捕
○ 逮捕権限あ り。

○ 小型武器の携帯

○ 逮捕権限な し。

（被疑者の逮捕に当たっては、警察官である司法警察職員に
これを逮捕させなければならない。）

犯罪発生件数 ○　 約 4 5 万件 （鉄道犯罪）（昭和5 9年度） 0 ．約 5 ， 0 0 0 件 （平成1 5年度）

人　 数 ○　 約 2 ．9 0 0 人
○ 約 6 6 0 人

（多くは司法警察員の資格を伴わない各種事故調査、郵便局
業務の定期的な監査を担当）



争議行為の制限について

○公益事業における争議行為については、労働関係調整法により、一般の事業とは異なる特別の規制が設けられている。

・ 争議行為を行う場合の 1 0 日前までの通知

・ 緊急調整公表後 5 0 日間の争議行為の禁止

○なお、公益事業に関する事件の調停については、労働委員会による優先的な取扱いが規定されている。

【 労働関係調整法】

第八条 この法律において公益事業とは、次に掲げる事業であつて、公衆の日常生活に欠くことのできないものをいう。

一道輸事業

二郵便、信書便又は電気通信の事業

三水道、電気又はガスの供給の事業

四医療又は公衆衛生の事業

（ 2～3現：略）
第二十七条 公益事業に関する事件の調停については、特に迅速に処理するために、必要な優先的取扱がなされなければならない。

第三十五条の二 内閣総理大臣は、事件が公益事業に関するものであるため、又はその規模が大きいため若しくは特別の性質の事業に関す

るものであるために、争議行為により当該業務が停止されるときは国民経済の運行を著 しく阻害し、又は国民の日常生活を著しく危 くす

る虞があると認める事件について、その虞が現実に存すると’きに限り、緊急調整の決定をすることができる。

（ 2 …3 項 ：略）

第三十七条 公益事業に関する事件につき関係当事者が争議行為をするには、その争議行為をしようとする日の少なくとも十日前までに、

労働委員会及び厚生労働大臣又は都道府県知事にその旨を通知しなければならない。

2 緊急調整の決定があつた公益事業に関する事件については、・前項の規定による通知は、第三十八条に規定する期間を経過した後でなけ

ればこれをすることができない。

第三十八条 緊急調整の決定をなした旨の公表があつたときは、関係当事者は、公表の日から五十日間は、争言義行為をなすことができない。

－8 －



◎経営委員会
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基本方針
考え方

有識者の意見
A 案　　　 I　　　 B 案

4 ．移行期 ・準備期のあ り方

（2 ）準備期のあり方 ○　 経営委員会の 目的、位置付け、メンバー、設置時期、

2 0 0 7 年 4 月の民営化ま

での時期は、準備期 と位置付

け、民営化に向けた準備を迅

速 に進める。

（ア）経営委員会 （仮称）を

設置 し、民営化後の経営

や財務 のあ り方 につ い

て検討する。

権能についてどのように考えるか。



（ 参考 1 ） 8 月2 日経済財政諮問会議 議事要旨

生田総裁の発言（抄）

「 準備期間についてだが、私ども公社の立場から言うと、07 年の民営化に向けた助走として、例えば、窓口業務が

投信のみならずもう少 し拡大できないのか、あるいは投資についても、内外の投資にもう少し一定の自由度を与え

られ るべきであろう。また、今は不動産業ができないことになっている。ビルな どを建てると半分以上 を郵便で使

わなければならないことになっており、こうしたことも多少本格的に考えていくとなれば、不動産業もーつの対象

となるかという気がする。

また、郵便事業が苦戦 している。黒字構造にするのは至難の技であるが、チャレンジ中である。郵便分野にお

いて、一種、二種以外の分野については、民間並みのデ・ レギュレーションが行われてもいい気が している。

0 7 年の組織をどうするかについては、前回と同じような設立委員会も必要だと思うが、同時に準備経営委員会

を始動させる必要がある。特殊法人とはいえ、民間会社的に健全な経営をしようと思えば、相当前広に経営委員会

的なものを始動 していく必要がある。この機能は、公社経営とは分けて考えていくべきである。」

－1 0 －



（ 参考 2 ）第 3 回有識者会議資料（平成 1 6 年 6 月 1 6 日）

N T T 提出資料（抜粋）

Ⅲ－2 ．再編成移行準備

Ⅱ．人員、組織の移行

－1 ．再編成後の組織に対応 した「会社別移行本部」の設置 「 再腐成の府古ケ方屏に戯署ノ

・ 新体制下での業務運営の事前検証（プレ体制）も実施

・ 再編成各社に対応 した労使関係の枠組みの整備（組合組織も地方本部を廃止 し、企業別本部

に再編成）

－2 ．大規模な人員移行

・ 支店所属人員・ グループ会社出向者を除いて約 5 6 ， 0 0 0 人の異動・所属替を実施

・ 本社機能整備のための人材調整

・ 事業本部制で権限委譲 していた支社の機能・業務の本社 一支店への移管

・ 雇用契約の継承

－1 1 －



（ 参考 3 ） J R の場合

O「国鉄再建実施推進本部」の設置（昭和 6 0 年 7 月4 日） 昭和‾6 2 年4 月1 日のJ R 発足の飽呈＿生壷

・ 国鉄改革の円滑な実施 本部長 ：総裁 副本部長 ：副総裁

O「余剰人員対策推進本部」の設置（昭和 6 0 年 6 月 1 日）

・ 雇用対策の強力な推進 本部長 ：総裁 副本部長 ：副総裁、技師長

2

国

鉄

側

J

R

の
事

例

余剰人員対策推進本部

約1 年 1 0 ケ月前

国鉄再建実施推進本部

約1 年 9 ケ月前

国鉄改革に関する関係閣僚会議

約1 年 9 ケ月前

政

府

側

国鉄余剰人員雇用対策本部

約1 年 8 ケ月前
国鉄経営改善

緊急措置法成立

（ 国鉄改革関連9

法案成立第 1 号）

約1 年前

国鉄改革関連 8

法案成立

約5 ケ月前

ー1 2 －



（ 参考 4 ）

○設立委員会

設立委員は、法律の規定にしたがって主務大臣により任命され、定款作成や創立総会の準備等の新

会社の設立に関する事務を処理する。その職務は、一般の株式会社の設立に関する発起人の職務と

基本的に同じであり、商法上の設立手続きを行う。

設立行為自体は、国自らが行 う必要があることから、主務大臣が設立委員を任命 して、発起人の事

務を処理させる。

・ J R 及び N T T の民営化の際は、電電公社総裁、国鉄総裁の他に民間有識者や関係行政機関の長等

から任命されている。（J R 設立時 1 5 名、N T T 設立時 1 6 名、 3 回程度開催）

○経営委員会

「 基本方針」において準備期に設置するとされている「経営委員会（仮称）」は、民営化後の経営

や財務のあり方について検討するものである。

・ 国鉄改革の際には、「国鉄再建実施本部」、「余剰人員対策推進本部」が国鉄内部に設置 された。

－1 3 －



◎監視組織をどうするか

－1 4 －

基本方針
考 え方

有識者 の意見
A 案　　　　 I　　　　 B 案

6 ．推進体制の整備

（イ）民営 化後 、郵政民営化

推進本部 の下 に、有識者か

○ 監視組織 に関す る考 え方

（1 ）監視組織 をどの ような権限 を有す る組織 とす るか。

ら成 る監 視 組 織 を 設置 す ［A 案］ 行政官庁又 は推進本部 に対 して意 見 を述べ る組織 と

る。監視組織 は 、民営化後 す る。【いわゆ る 8 条機関】

3 年 ごとに、国際 的な金融 ［A － 1 ］監視組織 の判断 が尊 重 され るよ う、許認 可等 の

市 場の動向等 を見極め なが 要 件 にかか ら しめ、主務大 臣は、監視組織の意見 を尊

ら民営化の進捗状況や経 営 重 して、許認可等 を行 う。

形態の あ り方 を レビュー す ［A － 2 ］経営判断 を尊重 し、許認可等の対象 とは しな い。

る。また 、許認可 を含 む経 監 視組 織 はモ ニタ リング等 に基 づ き意 見 を述 べ る。

営上の重要事項 について意 （実 効性 をどの よ うに担保 す るのか とい う問題が あ

見 を述べ る。監視組織 の意 る。）

見 に基 づき本部 長は所要の ［B 案 ］監 視組織 自 らが許認可等の権限 を行使す る （監視組

措置 をとるもの とす る。 織 自 らが行政官庁 となる）。【いわゆる 3 条機関】

（2 ）監視組織 をどこに置 くか。

［A 案 ］推進本部 に直結 させ る。 この場 合、推進本部 に対 し

て意見 を述べた り、報告 した りす る ことは可能 。一方 、

個 別の許認可等 につ いて、本部 員で もある主務 大臣に対

し直接意見 を述べ る ことについては、推進 本部 の権 限 と

の関係 を整理す る必要。

［B 案］既存 の府省 （内閣府か ？） に置 く。 この場合、推進

本部及 び主務大 臣に対 して、意 見 を述べた り報告 した り

す る関係 とす る く内閣府に設 置 された審議会等が、他省

庁 の個 別 の許 認 可等 に対 して意 見 を述 べ るよ うな制 度

は 、前例が ある）。



（ 3 ）監視組織は次のような事項に関与することとしてはどう

か。

（ 窓口関係）

（ 〇 窓口ネッ トワーク会社と三事業会社（郵便・ 貯金・保険）

の間の円滑な受委託関係の確保

（ 塾 三事業会社による直営の窓口（支店等）の開設（営業職

員の配置）や、窓口ネッ トワーク会社以外の第三者への対

顧客業務の委託の進め方

③民間金融商品等の取扱いの進め方

④郵便局の設置状況

（ 郵便関係）

⑤物流事業への参入の進め方

（ 貯金・保険関係）

⑥預入限度額・加入限度額の引上げ 撤廃の進め方

⑦貸付等の業務範囲の段階的拡大の進め方

⑧「民有民営」実現の判断

（ 4 ）監視組織の判断の透明性をどのように確保するか。

［A 案］亭めガイ ドラインを設けておくなど、事前の透明性

を確保する。

［B 案］諸情勢の変化に柔軟に対応できるよう、ガイ ドライ

ンを予め設 けることはせず、議論の内容や判断の理由を

明らかにするなど、事後的に透明性を確保する。
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合議制の委員会等のこ類型
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行政機関 「行政委員会 J 審議会 等

性格

内閣の統括 の下 に、任務及 び所掌事務 を有 し、その権限 に基づい 行政機 関の所掌事務の範囲 内で、有識 者等 の合 議に よ り、調査審議

て行政権 を行 使す る機関。 等 を行 う合議制の機関で 、行政機関 の行 政権 の行 使 を補助 し、補充す

この うち、合議制 の行政機 関 として設置 され るものを委員会 とい るもの。

う。 （いわ ゆ る 「行政委員会J ） （いわゆ る 「審議会 等」 ）

所掌事 務

行 政処 分がで きる。 行政処分 はで きない。

（一般 的な もの） （一般的な もの）

【規 則その他 の特別 の命令 ・行政機 関の長等 に対する意 見、報告 又は勧告

・告示 （個別許認可 について主務 大臣が意 見 を聴かな けれ ばな らない例

・指定、認定 も存在）

一承認 ・行政機関等への資料要求、報告聴取 、調査

l 許可 、認可　 等 ・不服審査

（特定の機 関にみ られ るもの） （特 定の機 関にみ られ るもの）

一事実 の審 査、審判 、審決 （公正取引委 員会） ・検査 、強制 調査 （証 券取 引等監視委 員会 、航空事故調査委員会）

・あ っせ ん、仲裁 、調停 、裁定 （公害等調整委 員会 ） ・評価 、監視 、調 査、研究 （食 品安全 委員会）

機関 の例

・公正取 引委員会　　　　 ・国家公安委員会 ・税制調査 会　　　　　　 ・金融審議会

・公害等調 整委員会　　　　 一公安審査委員会 ・証券取引等監視委 員会 ・航空事故調査 委員会

・中央労働 委 員会　　　　 ・船員労働委員会 ・食品安全委員会　　　 ・道 路関係 四公団民営化推進委員会　 等

根拠 条文

国家行政

（行政機関の設置、廃止、任務及び所掌事務） 1（審議会等）

第 3 条　 国の行政機関の組織は、この法律でこれを定めるものとする。 第 8 条　 第 3 条の国の行政機関には、法律の定める所掌事務の範囲内で、法

2　 行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、委員会及び庁とし、そ 律又は政令の定めるところにより、重要事項に関す る調査審議、不服審査

の設置及び廃止は、別に法律の定めるところによる。 その他学識経験を有する者等の合議によ り処理することが適当な事務をつ

組織 法 3 省は、内閣の統轄の下に行政事務をつかさどる機関として置かれるも

のとし、委員会及び庁は、省に、その外局として置かれるものとする。

かさどらせるための合議制の機関を置 くことができる。



合議制の機関を推進本部に設置する場合

【 監視組織を推進本部に設置する場合の

組織図イメージ】

閣

内閣府 内閣官房

金

融

庁

総

務

省

〔 現存する本部及び機関とその所掌事務の例〕

○構造改革特別区域推進本部と評価委員会

（ 推進本部）

一構造改革特別区域基本方針の案の作成

・ 構造改革特別区域基本計画の実施の推進

・ 構造改革の推進等に関する施策で重要なものの企画及び立案並びに総合調整

（ 評価委員会）

t 特定事業の実施又はその実施の促進の状況について評価を行 い、その結果に基

づき、構造改革の推進等に閲し必要な措置について、本部長（内閣総理大臣）

に意見を述べる。

○司法制度改革推進本部と顧問会議

（ 推進本部）

・ 司法制度改革の推進に関する総合調整

・ 司法制度改革推進計画の作成及び推進

・ 必要な法律案及び政令案の立案

・ 関係機関及び関係団体との連絡調整

（ 顧問会議）

・ 司法制度改革の推進のために講ぜられる施策に係る重要事項について審議し、

本部長 （内閣総理大臣）に意見を述べる。

（ 注）上記はいずれも法律で設置 された本部の下 に、政令で合議制の機関が設置 された

もの。本部・合議制機関の双方が法律で設置されている例はない。
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審議会等を内閣府に設置する場合

【 審議会等たる監視組織を内閣府に設置する場合の

組織図イメージ】
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内閣府
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庁

総
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内閣官房

〔 現存する審議会等 （内閣府設置）とその主な所掌事務の例〕

○内閣府 と食品安全委員会

（ 内閣府）

・ 食品安全基本法に規定する基本的事項の策定、食品健康影響評価並びに食品の

安全性の確保に関する関係行政機関の事務の調整

（ 委員会）

・ 食品健康影響評価の実施

・ 評価の結果に基づき、内閣総理大臣を通 じて関係各大臣に勧告

評価の結果に基づき講 じられる施策の実施状況を監視 し、必要があると認める

ときは、内閣総理大臣を通 じて関係各大臣に勧告

（ 関係各大臣は勧告に基づき講 じた施策について委員会に報告）

・ 関係各大臣は、法律 に列挙された行政処分を行おうとするときは、委員会の意

見を聴かなければならない。

（ 行政処分例）政省令の制定又は改廃、基準又は規格の変更又は廃止、製造、

販売又は使用の禁止、承認、再審査、再評価 等

（ 注）各府省庁に設置された審議会等で、関連する本部が法律で設置 されている例はな

い。

なお、内閣府に規制改革・民間開放推進会議が政令で設置され、規制改革・民間

開放推進本部が閣議決定で設置されている例が存在する。

一柑－



行政委員会を内閣府に設置する場合

〔 現存する行政委員会 （内閣府設置）とその主な所掌事務の例〕

【 行政委員会たる監視組織を内閣府に設置する場合の

組織図イメージ】
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省

○公正取引委員会

・ 私的独占の禁止

・ 不当な取引制限の規制

・ 不公正な取引方法の規制

l 独占的状態に係る規制

・ その他公正取引委員会に属させ られた事務

○国家公安委員会

・ 警察庁の所掌事務全てについて、警察庁を管理する。

（ 警察庁の主な所掌事務）

・ 警察に関する制度の企画及び立案に関すること。

・ 国の公安に係るものについての警察運営（民心に不安を生ずべき大規模な災害

に係る事案、地方の静誼を害するおそれのある騒乱に係る事案等）

・ 緊急事態に対処するための計画及びその実施

・ 全国的な幹線道路における交通の規制

・ その他警察庁に属させられた事務

一その他国家公安委員会に属させ られた事務

（ 注）各府省に設置された行政委員会で、関連する本部が設置されている例はない。
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